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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、書面交付
請求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）
への記載を省略しております。

第26期定時株主総会の招集に際しての
電子提供措置事項

＜計算書類＞
●連結注記表
●個別注記表
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連結注記表

連　結　注　記　表

１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況
・連結子会社の数 ５社
・連結子会社の名称 クロスコ株式会社

株式会社ＣＯ３
株式会社Ｊクリエイティブ ワークス
株式会社イノコス
株式会社ビッグエムズワイ

・非連結子会社 非連結子会社はありません。
(2) 持分法の適用に関する事項

　　 該当ありません。
(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法
イ. 有価証券

その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの　時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定)
・市場価格のない株式等　移動平均法による原価法

ロ. 棚卸資産の評価基準及び評価方法
・商品及び製品 主として個別法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
・仕掛品 個別法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

－ 1 －
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連結注記表

イ. 有形固定資産
(リース資産を除く)

定率法
ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、
定額法を採用しております。

ロ. 無形固定資産
(リース資産を除く)

定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用
可能期間（５年）による定額法を採用しております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
建物　　　６～18年
器具備品　４～20年

ハ. リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

③ 重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ. 賞与引当金 従業員への賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度
の負担額を計上しております。

④ 退職給付に係る会計処理の方法
連結子会社の一部において、退職給付に係る負債及び退職給付費用の
計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする
方法を用いた簡便法を適用しております。

－ 2 －
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連結注記表

　当社グループは、動画の企画・制作・運用やWebサイト制作、シ
ステム開発、動画広告による収益化支援まで総合的なサービスとソ
リューションを提供しており、これらを複数組み合わせたサービス
または各単独のサービスを履行義務として識別しております。
　これらのサービスについてはサービスの引渡時点において顧客が
当該サービスに対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断
していることから、サービスの提供完了時点で収益を認識してお
り、収益は顧客との契約において約束された対価から、値引き及び
割戻し等を控除した金額で測定しております。ただし、月額利用契
約に基づいて提供するサービス等については、時の経過に応じて顧
客が当該サービスに対する支配を獲得し、履行義務が充足されると
判断していることから、顧客との契約期間に従い一定期間にわたっ
て収益を認識しております。
　動画配信プラットフォームのカスタマイズや初期設定及び導入サ
ポート等に係る収益については、それ自体単独で顧客が便益を得ら
れないことから、付随するサービス提供期間にわたり収益として認
識しております。
　なお、広告サービス及び単独販売の代販サービス等は、原則とし
て代理人の性質が強いと判断されるため、提供するサービスと交換
に受け取る額から当該サービスにあたり支払う額を控除した純額を
収益として認識しております。

⑤ 重要な収益及び費用の計上基準

⑥ のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、５年間の定額法によっております。

－ 3 －
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連結注記表

プラットフォーム 6,870,234
プラットフォーム以外 5,630,999
外部顧客への売上高 12,501,233

当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 2,429,338
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 2,212,228
契約負債（期首残高） 313,296
契約負債（期末残高） 356,599

2. 収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位：千円)

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項」の「重要な収益及び費用の計上基準」に
記載のとおりであります。

(3) 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに
当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれ
る収益の金額及び時期に関する情報

① 契約資産及び契約負債の残高等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

   契約負債は、主に動画配信プラットフォームサービスにかかる顧客からの前受金に関連するもの
であります。契約負債は収益の認識に伴い取り崩されます。
   当連結会計年度に認識された収益のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は220,318千
円であります。また、当連結会計年度において、契約負債が43,303千円増加した主な理由は動画
配信プラットフォームサービスの長期契約の増加であります。

－ 4 －
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連結注記表

当連結会計年度
1年以内 3,462,600
1年超 355,432
合計 3,818,033

の れ ん 143,459千円

有形固定資産の減価償却累計額 982,147千円

② 残存履行義務に配分した取引価格
　　　　　　　　　　　　       (単位：千円)

3.表示方法の変更に関する注記
　前連結会計年度において、独立掲記していた流動資産の「商品及び製品」（前連結会計年度60,234

千円）は金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より流動資産の「その他」に含めており
ます。

4.会計上の見積りに関する注記
企業結合により取得したのれんの測定
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
企業結合により取得したのれんは、企業結合日における投資額と被取得企業の識別可能資産及び

識別可能負債との差額として測定しております。また、企業結合により取得したのれんは、事業の
予測可能期間及び投資の回収期間等を考慮して見積もったその効果の及ぶ期間である5年間で償却
しております。当連結会計年度においてはのれんを含む資産グループに減損の兆候はありません
が、翌年度において当初想定より収益性が悪化した場合には減損損失を計上する可能性がありま
す。

　　なお、被取得企業の識別可能資産及び識別可能負債は、企業結合日前の貸借対照表に計上されて
いた資産及び負債の他に識別されておりません。

5. 連結貸借対照表に関する注記

－ 5 －
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連結注記表

当連結会計年度
期 首 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度
末 株 式 数

普 通 株 式 28,057,400株 －株 －株 28,057,400株

決議 株式の
種類 配当の原資 配当金の

総額
1株当たり

配当額 基準日 効力発生

2022年６月23日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 372,995千円 15円00銭 2022年３月31日 2022年６月24日

決議予定 株式の
種類 配当の原資 配当金の

総額
1株当たり

配当額 基準日 効力発生

2023年６月23日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 397,861千円 16円00銭 2023年３月31日 2023年６月26日

6. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の総数に関する事項

(2) 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度末後となるもの

－ 6 －
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連結注記表

区　　　　　　　分 連結貸借対照表計上額
非　上　場　株　式 2,850
合　　　　　　　計 2,850

7. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　資金運用については、短期的な預金等に限定しており、余剰資金は安全性の高い金融資産で運用
しております。
　デリバティブは、投機的な取引を行わない方針であります。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。
　当該リスクに関しては、当社の売掛債権管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を
行うとともに主な取引先の状況を定期的にモニタリングし、財務状況の悪化等による回収懸念の早
期把握や軽減を図っております。
　連結子会社についても、当社の売掛債権管理規程に準じて、同様の管理を行っております。
　投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であります。これらは投資先
の信用リスクに晒されておりますが、定期的に投資先企業の財務状況等を把握し、適正に評価の見
直しを行うとともに投資価値の回収に努めております。
　営業債務である未払金は、１年以内の支払期日であります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
① 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

｢現金及び預金｣｢受取手形、売掛金及び契約資産｣「預け金」｢未払金｣については、現金であるこ
と、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略し
ております。

② 市場価格のない株式等
（単位：千円）

－ 7 －



2023/05/30 15:47:43 / 22946463_株式会社Ｊストリーム_招集通知

連結注記表

１株当たり純資産額 422円63銭
１株当たり親会社株主に帰属する当期純利益 35円11銭

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する情報
① 時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

　　該当事項はありません。
② 時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

　　該当事項はありません。

8. １株当たり情報に関する注記

9. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

－ 8 －
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個別注記表

① 有形固定資産
(リース資産を除く)

定率法
ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定
額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
建物　　　　６～18年
器具備品　　４～20年

② 無形固定資産
(リース資産を除く)

定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能
期間（５年）による定額法を採用しております。

個　別　注　記　表

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 関係会社株式 移動平均法による原価法
② その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの　時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定)

・市場価格のない株式等　移動平均法による原価法
③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

・仕掛品 個別法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

(2) 固定資産の減価償却の方法

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。

(3) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員への賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当期の負担額を計
上しております。

－ 9 －
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個別注記表

　当社は、動画の企画・制作・運用やWebサイト制作、システム開発、
動画広告による収益化支援まで総合的なサービスとソリューションを提
供しており、これらを複数組み合わせたサービスまたは各単独のサービ
スを履行義務として識別しております。
　これらのサービスについてはサービスの引渡時点において顧客が当該
サービスに対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断している
ことから、サービスの提供完了時点で収益を認識しており、収益は顧客
との契約において約束された対価から、値引き及び割戻し等を控除した
金額で測定しております。ただし、月額利用契約に基づいて提供するサ
ービス等については、時の経過に応じて顧客が当該サービスに対する支
配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、顧客との
契約期間に従い一定期間にわたって収益を認識しております。
　動画配信プラットフォームのカスタマイズや初期設定及び導入サポー
ト等に係る収益については、それ自体単独で顧客が便益を得られないこ
とから、付随するサービス提供期間にわたり収益として認識しておりま
す。
　なお、広告サービス及び単独販売の代販サービス等は、原則として代
理人の性質が強いと判断されるため、提供するサービスと交換に受け取
る額から当該サービスにあたり支払う額を控除した純額を収益として認
識しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

2. 収益認識に関する注記
　収益を理解するための基礎の情報は、連結計算書類の「注記事項(収益認識に関する注記)」に同一の

内容を記載しているため、注記を省略しております。

－ 10 －
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クロスコ株式会社 494,134千円
株式会社ＣＯ3 50,000千円
株式会社Ｊクリエイティブ ワークス 64,371千円
株式会社イノコス 59,074千円
株式会社ビッグエムズワイ 548,808千円
合　　　　　　　　　　　　　　計 1,216,389千円

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 705,068千円

短期金銭債権 123,454千円
短期金銭債務
長期金銭債権

113,317千円
140,000千円

売上高 39,180千円
営業費用 1,074,757千円
営業取引以外の取引高 124,207千円

3. 会計上の見積りに関する注記

　市場価格のない関係会社株式の評価
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　市場価格のない関係会社株式については、当該関係会社株式の発行会社の財政状態の悪化により
株式の実質価額が 50％程度以上低下した場合に、実質価額が著しく低下したと判断し、おおむね
５年以内の回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除き、期末において相当の減損処
理を行うこととしております。当事業年度において実質価額が著しく低下した関係会社株式はな
く、取得原価をもって貸借対照表価額としておりますが、翌年度において財政状態の悪化により実
質価額が著しく下落し回復可能性が認められない場合には、相当の減損処理を実施する可能性があ
ります。

4. 貸借対照表に関する注記

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

5. 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

－ 11 －
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個別注記表

当 事 業 年 度
期 首 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末
株 式 数

普 通 株 式 3,191,062株 －株 －株 3,191,062株

（単位：千円）
繰延税金資産

貸倒引当金損金算入額 2,385
賞与引当金損金不算入額 2,257
未払事業税 14,924
未払事業所税 1,897
投資有価証券評価損 65,088
資産除去債務 9,506
その他 369

繰延税金資産小計 96,429
繰延税金資産合計 96,429

繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 △4,500

　その他有価証券評価差額金 △190
繰延税金負債合計 △4,690
繰延税金資産　純額 91,738

6. 株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

7. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

－ 12 －
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個別注記表

種 類 会社等の名称

議決権等
の 所 有
(被所有)
割 合
（ ％ ）

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の内容

取 引
金 額
（ 千 円 ）

科 目
期 末
残 高
（千円）

親 会 社
トランス・コ
スモス株式会

社

被所有
直　接

50.35

当 社 サ ー ビ ス
の提供
役員の兼任

資金の預け入
れに対する債
権 被 保 証
（注）

2,800,000 － －

資金の預け入
れに対する保
証料の支払い

2,017 － －

種 類 会社等の名称

議決権等
の 所 有
(被所有)
割 合
（ ％ ）

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の内容

取 引
金 額
（ 千 円）

科 目
期 末
残 高
（千円）

子 会 社 株 式 会 社
Ｃ Ｏ ３

直 接
55.6

当社サービス
の提供､外注先

管理業務の
受託（注1） 29,997 未 収 入 金 2,848

子 会 社
株 式 会 社
ビッグエムズ
ワ イ

直 接
100.0

当社サービス
の提供､外注先

資金の貸付 － 短期貸付金 80,000
資金の回収 80,000 長期貸付金 140,000
利 息 の 受 取
(注2) 1,809 － －

8. 関連当事者との取引に関する注記
(1) 親会社及び法人主要株主等

（注）当社は、兄弟会社に対する資金の預け入れに関して、親会社より債権保証を受けております。

(2) 子会社

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれており
ます。
取引条件及び取引条件の決定方針
（注1）管理業務の受託に関しては、一般取引先の取引条件と同様であります。
（注2）資金の貸付の利息は、市場金利を勘案した利率を適用しております。

－ 13 －
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個別注記表

種 類 会社等の名称

議決権等
の 所 有
(被所有)
割 合
（ ％ ）

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の内容

取 引
金 額
（ 千 円 ）

科 目
期 末
残 高
（千円）

親会社の
子 会 社

ティーシーア
イ・ビジネス
サービス株式
会 社

－ 余資運用
資金の預け入
れ(注) 2,800,000 預 け 金 2,800,000

利 息 の 受 取
(注) 11,298 － －

１株当たり純資産額 387円51銭
１株当たり当期純利益 28円23銭

(3) 兄弟会社

(注）資金の預け入れの取引金額については、期中平均残高の金額を記載しております。また、利息
は、市場金利を勘案した利率を適用しております。

(4) 役員及び個人主要株主等
　該当事項はありません。

9. １株当たり情報に関する注記

10. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

－ 14 －


